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ョックが起こった 2008 年 9 月以降の実体経済への影響は、GDP（実質）において、2008
年 10-12 月にはマイナス 10.2％にまでなった。これは、前期比年率 12.7％減となり、
歴史的な景気悪化を裏付ける内容となった。四半期ベースでは、1974 年 1～3 月期（年
率 13.1％減）に次ぐ悪化幅である。一方、主要国の 10～12 月の実質ＧＤＰ（年率換算）
















う。まず第 2 章でこれまでの日本経済の概観を振り返る。第 3 章では内需低迷の要因と




表 1 は、日本の GDP 成長率を内外需別寄与度に分けたものと輸出入の伸びを示した
ものである。
暦年 GDP 成長率 内需寄与度 外需寄与度 輸出の伸び 輸入の伸び
1998 -2.0 -2.4 0.4 -2.7 -6.8
1999 -0.1 0.0 -0.1 1.9 3.6
2000 2.9 2.4 0.5 12.7 9.2
2001 0.2 1.0 -0.8 -6.9 0.6
2002 0.3 -0.4 0.7 7.5 0.9
2003 1.4 0.8 0.7 9.2 3.9
2004 2.7 1.9 0.8 13.9 8.1
2005 1.9 1.7 0.3 7.0 5.8
2006 2.0 1.2 0.8 9.7 4.2
2007 2.4 1.3 1.1 8.4 1.5


















日本 1.8 1.1 9.3 4.1 14.0 12.9
アメリカ 2.6 2.7 5.5 5.5 9.6 14.5
ドイツ 1.2 1.0 7.5 5.8 32.3 28.4
フランス 1.8 2.4 2.7 4.7 21.0 22.1
イタリア 1.0 1.2 2.0 3.0 21.6 22.3
スウェーデン 3.1 2.6 6.3 5.7 35.9 30.2
韓国 4.9 3.5 13.5 11.6 30.3 29.6
タイ 5.5 5.2 8.0 8.4 43.2 41.2
中国 10.4 － － － 30.2 24.3
表 2. 内需と輸出入の伸び率比較（2002～07 年平均）
出所：「データで斬る世界不況 エコノミストが挑む 30 問」より筆者作成



















































1998 369.0 274.1 74.3
1999 364.3 269.6 74.0
93
2000 371.8 271.3 73.0
2001 361.3 268.0 74.2
2002 355.8 261.2 73.4
2003 358.1 256.3 71.6
2004 363.9 256.1 70.4
2005 365.9 259.6 71.0
2006 375.2 264.3 70.4
2007 378.5 263.2 69.5















































層別の消費性向に関する推移（表 6）がある。表 6 から明らかなように、若年世代の消費は
低下傾向にあり、特に男性の消費は一貫して低下し続けていることが分かる。尤も、統計
















20 代から 30 代の会社員の平均貯蓄額は、月平均約 5 万円とも言われている。このよう
に貯蓄傾向の高まりから、消費は回避される傾向にあり、海外旅行や車といった消費財
に無関心な若者が主流を占めるようになったのである。このことは、ファッションにつ
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